
令和７年度の農作業安全対策の推進方針について

（資料１）
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令和５年に発生した農作業死亡事故の調査結果

○ 令和５年の農作業事故死亡者数は236人であり、前年（令和４年）と同水準。

○ 就業者10万人当たりの死亡事故者数は11.6人と依然として増加傾向にあり、他産業に比べて高い状態が継続。

農作業事故死亡者数の推移 就業者10万人当たり死亡事故者数の推移

死亡者数 農 業：農作業死亡事故調査（農水省）
他産業：死亡災害報告（厚労省）

就業者 農 業：農林業センサス、農業構造動態調査（農水省）
他産業：労働力調査（総務省）

農作業死亡事故調査（農水省）

（注）就業者10万人当たり死亡事故者数の算出において就業者として
使用していた農業就業人口の調査が令和元年で終了したため、令
和２年から農業従事者数を使用して算出。
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（参考）農作業安全対策に係る目標について

〇 就業者10万人当たりの死亡事故者数が増加傾向にあることを踏まえ、令和６年２月に、農作業事故死亡者数を令
和６年度から令和８年度の３年間で令和４年の件数から半減（238人→119人）することを目標として設定し、集中的
に農作業安全対策の強化を図ることとしたところ。

農作業安全対策における令和８年目標

集中対策期間

死
亡
者
数 (

人)

令和８年目標
119人

（農作業事故死亡者数を半減）

半減
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乗用型トラクター

61人（25.8％）

歩行型トラクター

9人（3.8％）

農用運搬車

12人（5.1％）

自脱型コンバイン

13人（5.5％）

動力防除機

7人（3.0％）

動力刈払機

1人（0.4％）農用高所作業機

3人（1.3％）

その他

41人（17.4％）

熱中症

37人（15.7％）

稲わら焼却中等の火傷

17人（7.2％）

ほ場、道路からの転落

10人（4.2％）

木等の高所からの転落

3人（1.3％）

その他

16人（6.8％）

機械の転落・

転倒

 60人

（40.8％）

挟まれ31人

（21.1％）

回転部等へ

の巻き込まれ

 22人

（15.0％）

ひかれ 
19人（12.9％）

機械からの転落 
3人（2.0％）

道路上での自動車と

の衝突 3人（2.0％）

その他 9人

（6.1％）

147人

農作業事故発生の要因分析①

○ 農作業死亡事故を要因別にみると、「農業機械作業に係る事故」が147人（全体の62.3％）と高い状態が継続。

○ 農業機械作業に係る死亡事故の要因としては、「機械の転落・転倒」が60人（機械事故の40.8％）を占めている。

○ 機械・施設以外の作業に係る事故では「熱中症」が37人（機械・施設以外の作業に係る事故の44.6％）と最も多い。

農業機械事故による死亡の要因（令和５年）

農業機械事故のうち、
「機械の転倒・転落」が
約４割

要因別の死亡事故発生状況（令和５年）

機械・施設以外の
作業に係る事故
83人（35.2％）

農業用施設作業
に係る事故

6人（2.5％）

農業機械作業
に係る事故

147人（62.3％）

236人
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就業者一人当たりの平均耕作面積
（平成26年～令和５年）
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耕作面積：面積調査（農林水産省）
就業者：農林業センサス、農業構造動態調査（農水省）
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農作業事故発生の要因分析②

熱中症による死亡事故者数の推移と
夏(6-8月)における平均気温の基準値からの偏差※

（平成26年～令和５年）

熱
中
症
に
よ
る
死
亡
事
故
者
数
（
人
）

○ 就業者一人当たりの平均耕作面積は10年前と比べて約1.7倍に上昇。死亡事故リスクの高い農業機械を扱う就業者
当たりの作業面積も急増していることが想定され、これが10万人当たりの死亡事故者数の増加要因の一つとなって
いる可能性。

〇 また、近年、死亡事故要因のうち熱中症の人数が増加傾向。我が国の夏季の気温が上昇傾向にあり、生産現場の
熱中症リスクが高まっていることも、10万人当たりの死亡事故者数の増加要因の一つとなっている可能性。

死亡者数：農作業死亡事故調査（農水省）
平均気温の基準値からの偏差：日本の季節平均気温偏差（気象庁）
※基準値は1991〜2020年の30年平均値。
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〇 令和５年の労働者死傷病報告（厚生労働省調べ）の分析を通じ、労働者における農作業事故の発生割合は経験期
間が３年以下の者が過半を占めていること、その年齢は50代以上で事故発生割合が高まることが判明。

〇 農作業経験が短い者（未熟練農業者）の事故発生リスクが高いという傾向は、労働者ではない農業経営者であっ
ても当てはまる可能性。

農作業事故の経験期間別発生割合（令和５年） 経験期間が３年以下の労働者における
農作業事故発生割合（令和５年）

労働者死傷病報告（厚生労働省）を基に農林水産省で分析

経験期間３年以下の事故発生数：労働者死傷病報告（厚生労働省）を基に農林水産省で算出
新規雇用就農者：新規就農者調査（農林水産省）を基に算出

経験期間３年以下
51.9%

経験期間４～10年
31.8%

経験期間11～20年
11.5%

経験期間21～30年
3.5%

経験期間31年～
1.4%

29歳以下 30代 40代 50代 60～64歳 65歳以上

経験期間３年以下の
労働者における

事故発生数（件）①
131 76 59 65 37 80 

経験期間３年以下の
雇用就農者（人）②

11,790 5,810 5,520 3,910 2,170 2,240

事故発生割合①/② 1.1% 1.3% 1.1% 1.7% 1.7% 3.6%

5

農作業事故発生の要因分析③



令和７年度の農作業安全対策の推進方針

＜重点推進テーマ＞ 学ぼう！正しい安全知識
～農業機械作業研修・熱中症対策研修の拡大と充実、未熟練農業者への研修実施～

その他の取組

① 広報誌やSNSを活用した注意喚起の実施
② 都道府県・地域単位の推進体制の強化
③ 公道走行時の法令遵守
④ 労災保険特別加入の促進
⑤ 「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範」やGAP の周知・実践
⑥ 農作業事故情報の収集と報告の徹底

主な取組内容
重点推進テーマに基づいた推進活動

〇 強化期間において、「農作業安全に関する指導者」が中心となって、推進目標に即した研修を重
点的に推進する。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

熱中症対策研修実施強化期間 農業機械作業研修実施強化期間

＜推進目標＞  ① 農業機械作業研修の回数の拡大と充実
 ② 熱中症対策研修の回数の拡大と充実
 ③ 未熟練農業者を対象とした専用研修の実施

熱中症対策研修実施強化期間：令和７年５月１日～７月31日（３ヶ月間）
農業機械作業研修実施強化期間：令和７年12月１日～令和８年２月28日（３ヶ月間）

＜強化期間＞
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（参考）令和６年度における研修実施状況

○ 令和６年度の農業機械作業研修の受講人数は、約157,000人と前年度（約５万人）の約３倍に拡大。

○ 研修の実施回数も、農業機械安全に係る研修は4,059回、熱中症対策研修は2,805回と、前年度と比較して農業機械
安全に係る研修は2.3倍、熱中症対策研修は3.6倍に拡大。

〇 現在、全国に約7,000名の「農作業安全に関する指導者」が育成されており、令和６年度の当該指導員を活用した
研修の実施回数は2,379回と、前年度の964回から大幅に拡大。一方、活用率は54％と前年度と同水準であり、引き続
き指導者の活用促進が必要。

7

研修の受講人数

研修受講人数

：7,001人～

：4,501人～7,000人

：2,501人～4,500人

：501人～2,500人

：500人以下

研修の受講人数 合計約157,000人（12月報告時点）

※ 農業機械作業研修で熱中症対策の内容を含む場合や熱中症対策研修で農業機械作業の内容を含む場合は
それぞれの項目で回数カウントしているため、両項目の研修回数の和と合計は合致しない。

令和６年度 令和５年度

農業機械作業研修 4,059 1,732

熱中症対策研修 2,805 779

合計
(指導者活用研修の内数、割合）

4,437
（2,379、54%）

1,769
（964、55%）

農業機械作業研修の実施回数
（回）



農業機械作業研修実施強化期間の設定

〇 農業者が研修を受講しやすい農閑期（12月～２月）を農業機械作業研修実施強化期間として設定し、農作業安全
に関する指導者を活用した研修を実施（実施時期は都道府県や地域の実情に応じて変更可）。

〇 農業機械作業研修実施強化期間で行う研修は、農林水産省が作成した当年度のコンテンツを使用した30分程度の
講習を行うことを基本とする。

参考：令和６年度基礎研修用資材

基本の研修（基礎研修）

全ての農家を対象とした、共通して身につけておく必要のある知識を習得するための研修であり、農林水産省が毎年度提
示する研修コンテンツを活用し、現場の実状に即した農作業安全に係る知識の習得を図ることを目的とする。
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農業機械作業研修の充実

〇 農作業事故を減少させるためには、農業機械作業研修をより効果的なものに充実させることが重要であり、今年度
にとりまとめた各都道府県の優良事例の横展開を推進。

〇 具体的には、以下の３つのシン化（伸化、深化、進化）のいずれかに取り組むことを目標に展開。

◎研修のシン化類型

9

〇 研修受講人数を増やす取組 〇 「自分ごと」意識を向上する取組 〇 「講義を聴く」だけに止まらない取組

A (伸化)：受講人数の拡大 B (深化)：集中力の向上 C (進化)：研修手法の高度化

【例】オホーツク農協青年部【例】愛知県

・ 県内の事故発生件数と
事故内容を把握。年齢、
原因等ごとに分析し、
研修資料として活用。

・ 対話型研修を実践。グルー
プワークで意見を出し合い、
原因をあぶり出して発表。
一人では気づけない危険の
認知に有効。

１．対話型研修の実施
例：オホーツク農協青年部 等

２．農業機械を用いた実践研修の実施
例：あぶらんど萩農業振興協議会、熊本県 等

３．このほか、「講義を聴くのみ」から発展させる
新たな改善策の実施

１．地域の事故事例、改善事例の引用
例：愛知県、滋賀県 等

２．品目等に応じた研修内容のカスタマイズ
例：福島県いわき農林事務所農業振興普及部 等

３．このほか、「自分ごと」意識の向上に向けた
 新たな改善策の実施

１．アンケート等を通じた研修ニーズの把握
例：福岡県

２．オンライン研修の実践
例：千葉県・千葉県農業機械士協議会等

3．このほか、研修受講人数の増加に向けた
 新たな改善策の実施

【例】福岡県

・ 研修後にアンケートを行
い、多くの農業者が興味を
示しているテーマを次年度
の研修テーマに盛り込む予
定。



 熱中症対策研修実施強化期間の設定と研修の充実

〇 気温が上昇する前の初夏（５～７月）を熱中症対策研修実施強化期間として設定し、農作業安全に関する指導者
を活用した研修を実施。

〇 熱中症研修実施強化期間では、既存の様々な啓発資材を活用し、既存の集会等に熱中症に係る内容を追加する
「＋熱中症対策」という形式で行うことを基本としつつ、熱中症リスクの深刻化を踏まえ、研修をより効果的なも
のとするため、以下の２つの改善のいずれかに取り組むことを目標に展開。

基本の研修

農林水産省が提示する研修コンテンツを活用し、
既存の集会等に熱中症対策に係る内容を追加する
「＋熱中症対策」による研修を実施。

熱中症対策研修テキスト

10

研修内容の充実

令和６年度農作業安全総合対策推進イメージ

参考：令和６年度熱中症対策研修用資材等

熱中症対策に係る
パンフレット

① 熱中症専用研修の実施 ② 熱中症対策アイテム研修の実施

農林水産省が提示するコンテ
ンツ等を活用し、30分程度の
「熱中症対策」のみをテーマと
した研修を実施。

令和６年度事業で作成され
た「熱中症対策アイテム」の
活用方法や効果を整理したコ
ンテンツを用いて、アイテム
の積極的な利用を働きかける
研修を実施。

熱中症対策をテーマとした研修風景
（長野県の優良事例から抜粋）



未熟練農業者向を対象とする専用研修の実施

〇 労働者における農作業事故の発生割合について経験期間が３年以下の者が過半を占めること等を勘案し、農作業
安全に関する指導者を活用した未熟練農業者への専用研修を実施。参集に当たっては、50歳以上の未熟練農業者の
事故率が高いことも念頭に参加者を募集。

〇 具体的には、雇入れ時教育のために作成した労働者向けリーフレット（農作業安全を学びましょう）を活用した
30分程度の研修を行うことを基本とし、講師は事業者向けのテキストなどから注意事項を伝えるよう配慮。
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講師は[事業者向けテキスト]を確認してか
ら研修を行いましょう

研修をする上での注意事項

[労働者向けリーフレット]
農業の知識が少ない方にも簡単に理解してもらえるよう作成され
た資料であり、機械作業や高所作業等、項目ごとに安全に農作業
を実施するために必要となる事項が整理されている。

▼英語版、簡体字版、ベトナム語版、
インドネシア語版も公開

研修資料



研修と指導者とのマッチングの加速化

地域内の事故情報等を共有とりまとめ機関

研修実施機関
指導者

【とりまとめ機関】
指導者リストを随時更新し、研修実施機関へリストを随時共有

【研修実施機関】
研修開催予定を随時更新し、とりまとめ機関への随時共有

※とりまとめ機関では、マッチングできていない研修があれば、適宜、研修実施機関に助言。

指導者の育成

農林水産研修所つくば館において、
令和７年度も７回の「農作業安全に
関する指導者育成研修」を実施予定。

具体的な日程については、後日、
農林水産研修所つくば館webページに
て公表予定。

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回

５月
下旬

６月
中旬

７月
中旬

８月
下旬

10月
中旬

11月
中旬

12月
上旬

「農作業安全に関する指導者育成研修」
実施イメージ

〇 令和７年度においても、引き続き農林水産研修所つくば館における育成研修を通じて「農作業安全に関する指導
者」の育成を図るとともに、指導者を活用した研修の実施を推進。

〇 指導者を活用した研修の更なる拡大に向け、令和７年度は、とりまとめ機関では「指導者リスト」の随時更新と
研修実施機関への随時共有、研修実施機関では研修開催予定の随時更新ととりまとめ機関への随時報告を徹底。

〇 また、研修の充実に向け、とりまとめ機関及び研修実施機関は地域の事故情報等を指導者に共有する取組を推進。
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令和７年度の「農作業安全に関する指導者」の育成と活用

また、指導者の更なるスキルアッ
プを目的とした「対話型研修実施手
法習得コース」を６月と12月に実施
予定。

研修の充実に向けた関係機関の支援

とりまとめ機関及び研修実施機関では、研修の充実（B (深
化)：集中力の向上）に向け、地域の事故事故情報やその分析結
果を指導者と共有する取組を推進。

研修の充実



（参考）環境負荷低減のクロスコンプライアンスについて

〇 農林水産省では、令和６～８年度の試行実施を経て、全ての補助事業等に対して、最低限行うべき環境負荷低減
の取組の実践を義務化する「クロスコンプライアンス」を導入することとし、これにより、農林水産省の補助金な
どの交付を受ける場合には、環境負荷低減の取組の実践が必須となる。

〇 「農業経営体向け」のチェックシートでは、チェック項目として、「正しい知識に基づく作業安全に努める」こと
を求めており、解説書では取組み例として、「農作業安全に関する指導者」による研修の受講などを通じて正しい
知識の習得に努めることとされているため、研修への参加を呼び掛ける際に合わせて情報提供することで、参加者
の拡大につなげていただきたい。

環境負荷低減のクロスコンプライアンスのイメージ

チェックシートのひな形（抜粋）

チェックシートの解説書（抜粋）
13



14

以下、参考資料



その他の取組（農業者への注意喚起（声かけ）の実施）

（都道府県）

・普及活動における注意喚起

・会議、集会等における注意喚起

・メディアを活用した注意喚起

（市町村）

・会議、集会等における注意喚起

・窓口にきた農業者に対して注意喚起

・防災無線、広報誌、メディアを活用した注
意喚起

（農機メーカー）

・農業機械の展示会や販促イベント等の場を
活用して注意喚起

・農業機械の整備・点検時等の注意喚起

（農機販売店）

・販売会等の場を活用して注意喚起

・農機の販売、整備・点検や下取り時に、安
全な農業機械の使用方法の説明と併せて注
意喚起

（生産者団体）

・栽培講習会等、会議・集会での注意喚起

・広報誌等を活用した注意喚起

・農家訪問時やほ場巡回時等の注意喚起

・窓口、直売所等での注意喚起

（その他関係団体）

・地域で開催される交通安全イベントや熱中
症イベント等の関連イベントにおける注意
喚起

・GAPの研修・指導時における注意喚起

農業者

＜取組方針＞
○ 引き続き、農業者の安全意識を向上させるため、農業指導等の対面での注意喚起を実施。
〇 上記に加え、チラシや広報誌、SNS、ラジオ放送、有線放送等の媒体を活用した非対面での注意喚起も実施。

＜取組実績＞
○ 令和６年度においても、各参加主体が乗用型トラクター等の転倒・転落対策等を促すため、事故防止対策、被害軽

減対策について注意喚起を実施。

農林水産省における農業機械作業の
安全対策取組

15

• 「農業機械作業研修実施強化期間」に活
用するための研修日程を書き込める農作
業安全ポスターを作成し、全国に配布最
多ほか、webページにて啓発資料を公表。

• 機械作業の安全に関する技術指導通知を
発出し、直近に発生した事故についての
安全対策を周知。

農林水産省作成農作業安全啓発資料



＜取組実績＞
○ 農業者を対象とした農作業安全に関する研修の開催など、県段階や地域段階において農作業安全対策を効果的に講

じるためには、行政、生産者団体、農業資材販売店など関係機関が事故情報や普及啓発方策を共有し、一体的に取り
組んでいくことが重要。

○ 地域段階の協議会は、「全域で設置済み」「同様の体制を構築済み」の都道府県が、前回調査では11道県であった
のが、12道府県に増加。

その他の取組（都道府県・地域単位の推進体制の強化）

地域段階の設置状況
（令和６年12月時点）

全体の約35％の市町村で設置済み

：道県内全域で設置済み、
または同様の体制を構築済み

：県内の５割以上※で設置済み

：県内の５割未満※で設置済み

：未設置

※ 府県内の市町村数のうち、
設置済みの協議会に含まれる
市町村数の割合

【設置を検討している府県】
青森県、岩手県、福島県、茨城県、
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
新潟県、長野県、大阪府、兵庫県、
島根県、岡山県、愛媛県、福岡県、
熊本県、鹿児島県

【参考】

【地域段階の協議会の設置例】
（１）設置の範囲

・ 市町村単位
・ 県の出先機関単位、旧郡などの
地域的なまとまり

（２）設置母体
・ 他の目的で設置された既存の協
議会を活用
例）担い手育成総合支援協議会、

農業連絡会議、農業機械士会、
農業再生（活性化）協議会等

・ 農作業安全単独の協議会を設置

都道府県別農作業事故死亡者数

＜取組方針＞
〇 死亡事故が多く発生している県でも設置が遅れている地域があることから、引き続き、設置の促進を図る必要。

注： １ 令和４年より東京都も本調査の対象とした。
２ 事故者数が０～３人の都道府県は「-」で示している。
３ 本調査結果は、厚生労働省の人口動態調査・死亡個票

等によるものであり、各都道府県が独自に実施してい
る事故調査の結果とは異なる場合がある。

都道府県名 ５年

北海道 12
青 森 12
岩 手 5
宮 城 7
秋 田 5
山 形 6
福 島 8
茨 城 7
栃 木 4
群 馬 8
埼 玉 4
千 葉 6
東 京 -
神奈川 -
山 梨 6
長 野 -
静 岡 -
新 潟 -
富 山 4
石 川 7
福 井 -
岐 阜 -
愛 知 8
三 重 -
滋 賀 -
京 都 -

大 阪 -

兵 庫 7

奈 良 -

和歌山 -

鳥 取 -

島 根 -

岡 山 11

広 島 6

山 口 6

徳 島 -

香 川 7

愛 媛 9

高 知 6

福 岡 4

佐 賀 5

長 崎 4

熊 本 7

大 分 9

宮 崎 7

鹿児島 7

沖 縄 5

全国計 236
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その他の取組（公道走行時の法令遵守①）

＜取組方針＞
○ 農林水産省においても、都道府県やJA等が開催する免許の取得研修会等の取組事例をまとめた事例集の作成や、

大特免許等の取得状況調査を引き続き行い、免許取得の周知徹底を行って参りたい。

単位：人

大特免許等の取得研修実施状況調査の結果

＜取組実績＞
○ 令和６年度における農業者向けの大型特殊自動車免許及びけん引免許の取得研修等の受講人数は9,019人となって

おり、都道府県内での免許取得者が増えたことに伴い、令和３年度に比べて、講習回数が減少した。

※ 上記は、農業者向けの研修の受入れ人数を示している。都
道府県によっては、一般の自動車教習所で農業者が免許を
取得する取組が広く普及している場合があるため、関係機関
の農業者向け研修の実施が少ない場合がある。

※ 都道府県によっては、農協、農業大学校、農業機械化協会
の３団体が一体となり、自動車免許教習所で講習の開催等を
行っているところもある。

大特・都道府県 4,367 4,675
大特・民間 5,345 1,573
小　　計 9,712 6,248
けん引・都道府県 1,422 2,219
けん引・民間 413 552
小　　計 1,835 2,771
合　　　計 11,547 9,019

2021年度
（令和３年度）

2024年度
（令和6年度）

各県とも

左の棒グラフが令和3年度実績、右の
棒グラフが令和6年度実績

島根県

鹿児島県

福岡県
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農耕車に係る大型特殊自動車免許等の
取得機会拡大に係る取組事例集

関係団体における取組事例

◆ 作業機を装着した農耕トラクタの公道走行について、 直装式については2019年４月、 けん引式につ
いては2020年２月から道路運送車両法における保安基準の緩和措置が可能となり、 作業機を装着し
たトラクタであっても、 大型特殊自動車免許又はけん引免許があり、 必要な灯火器等を備えれば公
道走行ができるようになりました。

◆ トラクタをはじめとした農業機械においては、 公道を走行中に「 追突」 を受けるという事故が数多く
発生しており、 交通関係法令の遵守は、 事故への備えとしても農業経営の基本となるものです。

◆ 都道府県や農業関係団体の皆様におかれましては、 下記の事例も参考に、 農業者の大型特殊免許
等の取得機会の拡大に向け、 引き続き取組を進めていただくようお願いします。

事例② 島根県農業協同組合 ―ＪＡグループが主体となった例―

令和３年度： 1,290名（ 予定）

【 大型特殊： 131回（ 各回10名） 、 けん引： 5回（ 各回5名） 】

◆地域の特徴

◇県内の地区本部単位で研修を実施（ 計10地区） 。 これにより、 広
域のカバーと研修回数の確保の両方を実現。

◇研修の講師は各地区のJA職員が担当。 全農県本部の農機担当職
員がこれら講師の指導・ 育成を実施。 （ 講師は県内に約20名）

◇免許センターと協議を重ねて多くの試験日を確保（ 年間130回） 。
離島にも試験官が出向いて対応。

（ 問合せ先） 島根県農畜産課 ０８５２-22-5649

◆地域の特徴

◇法改正前まで三重県農業機械化協会、 三重県農業大学校が個々で実
施していた研修を、 双方が連携し、 それぞれの持つリソースを一体的
に活用することで、 急激に高まった大型特殊免許の取得ニーズに対応。

◇年間を通じて研修日程を分散化し、 受講者の様々な要望に応じた機会
を創出するため、 三重県運転免許センターへ試験実施日程を調整。

◇三重県農業機械化協会の構成員である各農機販売店やJA農機セン
ターに申込窓口を設置し、 農業者の目に留まりやすくすることで、 限り
ある研修会を最大限活用。

◇研修の講師は、 三重県農業機械化協会のネットワークを駆使し、 各農
機販売店やJA全農みえの職員などを中心に幅広く確保（ 15名） 。

◇講師間で研修内容に差異が出ないよう、 研修内容のマニュアル化を実
施。

事例① 三重県農業機械化協会 ―年間を通じた研修の実施―

令和３年度： 560名（ 予定） 【 大型特殊： 56回（ 各回10名） 】

試験ポイントの説明

実技練習の様子

（ 問合せ先） 三重県農業機械化協会事務局（ 三重県農林水産部担い手支援課）
TEL： 059-224-2354 FAX:059-223-1120

（ 協会HP） http://www2.mint.or. jp/~m-nohki/

【免許取得機会拡大の事例】 【農業者向けチラシ】
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その他の取組（公道走行時の法令遵守②）
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その他の取組
（労災保険特別加入の促進）

＜取組方針＞
○ 農業者の労災保険特別加入者数は近年横ばいで推移しており、都道府県別の加入状況には地域差がある。

○ 農作業安全に関する農業者の意識向上のため、パンフレット等の啓発資材を用いた周知活動を推進。

【都道府県別の基幹的農業従事者数と特別加入者
数】

【労災保険特別加入者数の推移（農業）】             

※ 特別加入者数：令和４年度労働者災害補償保険事業年報
  基幹的農業従事者数：農林業センサス

（単位：人）

H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４

128,947 129,339 129,291 128,784 128,292 127,119 125,160

北海道
●

50,622人
69.3千人

取組が進んでいる都道府県

加入者の割合が
平均以下
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令和２年６月より都道府県、農機メーカー等からのケガを含めた農作業事故情報の収集・報告の取組を強化し、毎
月報告するとともに、調査結果を農林水産省ウェブページ等で毎月公表。

その他の取組（農作業事故情報の収集・分析）

農林水産省ウェブページ等での毎月の公表例情報数が多い都道府県の報告体制

＜取組実績＞
○ 令和６年における都道府県等からの農作業事故情報提供件数は354件と昨年と比較して増加しているが、半数以

上の都道府県では報告が10件に満たない状況。
〇 報告結果の速報とその結果を踏まえた事故防止の対策、さらには当月に発生が予想される事故への注意喚起を農

林水産省ウェブページやSNS等で毎月公表。

＜取組方針＞  
〇 都道府県等からの報告数増加に向け、農林水産省からの情報提供も積極的に実施していく。
〇 情報収集・分析のため、より一層令和７年も事故情報の収集を進めるとともに、地域においても事故の実態を分析

するなど、農作業安全対策の検討に活用いただきたい。

令和６年農作業事故の都道府県別提供状況

令和６年情報提供件数 計354件
※報告期限に間に合った報告数
※農機メーカーからの報告を含む

農作業事故情報提供件数

26件以上（２県）

21件～25件（３県）

11件～20件（５県）

4件～10件（17道県）

0件～3件（20都府県）

① 県の出先機関が現場の情報を収
集することに加え、県中央会とも
連携・情報共有を行うことで状況
把握に努めるとともに、新聞等か
らもデータを収集・確認し、報告
を作成している。

② 事故が起きた際に、市町村がJA
等に確認するなどして報告を作成
することに加え、一部市町村では
医療機関からも報告をもらえる体
制を作っている。
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（参考）令和６年度における熱中症対策の農林水産省の取組内容

〇 MAFFアプリでこれまでも実施していた「熱中症警戒アラート」発表の通知に加え、「熱中症特別警戒アラート」の

発表についても通知するようにシステムを更新。

○ 熱中症対策に係る消費者等への普及啓発のため、株式会社コメリと連携し、熱中症予防のための消費者等への普及

啓発を実施。

〇 熱中症対策アイテムの効果検証について、令和６年度持続的生産強化対策事業のうち農作業安全総合対策推進にお

いて実施。

コメリとの連携

• 株式会社コメリと連携し、夏
場（７月中）に熱中症対策情
報と対策アイテム情報をデジ
タルサイネージで放映。

デジタルサイネージ（イメージ）
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MAFFアプリと
熱中症特別警戒アラート

• 「熱中症警戒アラート」に加え、
「熱中症特別警戒アラート」と
の連携を開始。

• 翌日に熱中症特別警戒アラート
が発表された場合、MAFFアプリ
でも情報を確認することが可能。

啓発資材を用いた周知活動

• 農作業における熱中症対策のため、
熱中症対策アイテム・MAFFアプリの
活用等を啓発したパンフレット、事
例集等を用いた行政SNSによる情報
発信。

• 農林水産省が配布している熱中症対
策ステッカー（令和６年度23万枚配
布）等を用いた注意喚起を実施。



○ 未熟練農業者向け研修について、基本的な内容で分かりやすく説明することに加え、熟練農業者によるヒヤリハットの共有による安
全意識の定着も重要。

〇 また、より「自分ごと」という意識を持ってもらうために、VR教材を活用した研修の実施も効果的と推察。

（参考）未熟練農業者向け研修の内容
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VR研修の実施風景
（群馬県の優良事例より引用）

（茨城県 県央農林事務所笠間地域農業改良普及センター）
・VR教材については、R２年度よ
りJA共済連と農研機構が共同
開発しており、 既に様々な地
域で研修が実施されている。

・VR機器についてはJA共済連で
管理しており、申し込むことで、
送料を含め無償で貸与できます。

実際に体感できる研修（VR）

・新規就農者や就農予定者を対象に、熱
中症と農作業安全をテーマとした研
修会を開催。

・経験豊富な認定農業者にも研修に参
加してもらい、皆で農作業中に感じ
たヒヤリハットを共有する時間を設
けた。

・ 受講生に、経験を積んだ農業者で
あっても事故の危険性があることを
学ばせ、農作業事故を自分事として
捉えてもらい、日頃から安全管理意
識を持つことの重要性を周知。

研修会の様子

新規就農者向け研修の実施事例 VR教材の活用事例

・普及指導員及び営農指導員がVRの活
用方法や対話型農業機械作業研修に
ついて学ぶ研修会を開催。

・これを受けて各地域では、農業者を対
象に、発生が多い乗用型トラクター
の転倒事故等を主体に、農作業事故
体験ＶＲを活用した研修を開催。

・研修に参加した農業者からは、「VR
体験によって似たような経験をした
ことが思い出され、気が引き締めら
れた」といった反応が得られ、研修
参加者の農作業安全への関心が高く
なるといった研修の効果を感じられ
た。

（青森県）



＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

1. 啓発手法の改良
地域における農作業安全推進活動による効果を高めるため、農業機械作業や熱中

症対策に係る農業者向けの新たな啓発資料を作成するとともに、啓発活動を通じた農
業者の行動変容の状況を計測することで、より効果的な啓発手法の構築を図ります。

2. 地域活動の支援
都道府県段階の推進協議会等における高度な推進活動を支援し、取組の横展開を

図ります。

（関連事業）

農業機械の安全性能アセスメント               20（20）百万円

令和６年度に策定した農用高所作業機に係る試験手法及び評価手法を用いて、市
販されている農用高所作業機について安全性能に関する試験を実施し、その結果を公
表します。

農業機械の安全教育実施体制緊急整備事業  【令和６年度補正予算】35百万円

農業機械作業中の労働災害を防止するため、座学や実技方法等の検討を行った上
で、高度な知識や技能を持つ講師の育成を行う取組を支援し、農業機械を扱う労働
者等に対して農業機械の安全な操作方法等を体系的に教育するための実施体制を
速やかに整備します。

＜対策のポイント＞
より実効性のある農作業安全対策を推進するため、地域における農作業安全に係る啓発資料の作成・普及を行います。

＜事業目標＞
農作業事故による死亡者数の減少

［お問い合わせ先］農産局技術普及課（03-6744-2111）

【令和７年度予算概算決定額 31（25）百万円】

持続的生産強化対策事業のうち
農作業安全総合対策推進

＜事業の流れ＞

国
都道府県段階の協議会等

民間団体等
定額

（１の事業）

（２の事業）
定額

より効果的な啓発
手法の構築

農作業安全総合対策推進

啓発活動を通じた農
業者の行動変容の状
況を計測

農業者向けの新たな
啓発資料を作成

研
修
の
実
施

分
析

（関連事業）
農業機械の安全性能アセスメント

評価結果を
広く公表

【転倒角試験】

安全性能に関する試験の実施例

【墜落抑止用器具の安全性能確認】

令和６年度に策定し
た試験及び評価手法

農業機械の安全教育実施体制緊急整備事業

座学・実技方法等の検討 教育実施に向けた講師の育成
農業機械を扱う労働者等に対する
安全教育の実施（実技・座学）

農作業事故による

死亡者数の減少
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

安全教育の実施体制の整備

農業機械作業中の労働災害を防止するため、高度な知識や技能を持つ指導者
の育成やそのための研修カリキュラムの検討等の取組を支援し、農業機械を扱う
労働者等に対して農業機械の安全な操作方法等を体系的に教育する体制を速
やかに構築します。
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農業機械の安全教育実施体制緊急整備事業

＜対策のポイント＞
より実効性のある農作業安全対策を推進するため、農業機械の安全な作業に対する教育体制の構築を行います。

＜事業目標＞
農作業事故による死亡者数の減少

＜事業の流れ＞

国 民間団体

定額

［お問い合わせ先］ 農産局技術普及課（03-6744-2111）

【令和６年度補正予算額 35百万円】

安全教育の実施体制の整備

座学・実技方法等の検討 教育実施に向けた講師の育成

農業機械を扱う労働者等が安全な操作方法を習得することにより、
農作業事故による死亡者数の減少を実現

民間企業等による農業機械を扱う労働者等に対する安全教育の実施

座学教育 実技教育

自宅やJA等の共用PCでE-learning 講師による集合研修（オンライン・対面等） 農業機械を使った技能向上



（参考）農作業安全検討会中間とりまとめー概要ー

農作業環境の安全対策の強化

【農業機械の安全対策の強化】

農業者の安全意識の向上

【農地、農道、農業施設等の安全対策の強化】

【研修体制の強化】

【現場の取組の活性化】

令和３年５月14日
農作業安全検討会

農業は毎年300件前後の死亡事故が発生。就業人口10万人当たりの死者数も増加傾向にあり、他産業との差は拡大している。
労働安全が未だ十分に確保されていない状況に、農業関係者は強い危機感を抱くべきであり、農作業安全対策を幅広い観点か
ら更に積極的に展開すべき。

・ 海外や他分野で装備されている
安全装置等が、我が国では未装備

→ 農作業死亡事故の要因となっている可能性

・ 海外や他分野の現状等を踏まえ、逐次、安
全装置の装備化等を進める必要

→ まずは、以下の装備化等の検討を開始
・ シートベルト非着用時の警告装置
・ シートスイッチ(離席時に作業機への動力伝達を遮断す
る装置)

・ 安全性検査※の受検が一部の機種
に偏重

→ 農業者が安全基準を満たす型式を容易に選択
できない状態

  ※農研機構が運用する任意の制度

・ 安全性検査の仕組みを見直し、受検率の向
上を図る必要

→ 以下の見直しの検討を開始
・ 書類審査への移行
・ 検査手数料の低減
・ 検査合格機について保険料の割引の働きかけ 等

・ 法令※で定められた規制への農業分
野における対応が十分ではない

・ トラクター等が、他分野と異なり、
法令※の規制対象機械となっていないも
のがある

※労働安全衛生法令、道路運送車両法令

・ 既に法令で規制されている取組の徹底に向
けた指導の強化等が必要

（例）フォークリフトの定期自主検査、トラクターの灯火器
類の設置

・ 事故分析結果等を踏まえ、必要に応じてト
ラクター等の規制上の取り扱いについて、法
所管省への確認が必要

・ 農地や農道、農業施設等の安全
対策の強化が重要

・ 農業生産基盤整備を行う際の安全配慮の徹
底、優良事例の積極的な情報提供が必要

①

②

③

④

・ 家族経営が多く労務管理が困難

・ 農業者は農作業事故を「自分ご
と」として捉えていない

⑤

・ 事故が経営に及ぼす影響を、事例を通
じて実感できるような研修※が有効

※ 自動車運転免許証の更新時講習などが参考

・ 研修受講を補助金の受給要件（クロス
コンプライアンス）化する必要

・ ＧＡＰなどの具体的な取組に向
けて、農業者等の機運の醸成が不可
欠

⑥

・ 県段階、地域段階における農作業安全
推進協議会等の設置促進が必要

・ 積極的な取組の表彰等を通じて、安全
対策の印象を前向きなものに変えていく
必要

令和３年５月14日農作業安全検討会
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○ 中間とりまとめの取組の進捗を確認いただくため、令和６年８月22日に第９回農作業安全検討会を開催。
○ この中で、①新たに開始する農業機械の安全性検査の検討状況、②農作業安全に関する関係法令をめぐる動きを報

告し、更なる検討の加速化を図ることとされた。

農業機械における新たな安全装備の検討状況

○ 乗用型トラクター（令和７年度から適用）

・シートベルトリマインダー（シートベルト未着用時に視

覚及び聴覚により警報）

・作用部のインターロック機能（車両が停止している際の

離席によりPTO軸の駆動が停止）

○ 自脱型コンバイン（令和９年度から適用）

・作用部のインターロック機能

・手こぎ作業時に対してインテンション装置（必要に応じ

て、インターロック機能を無効化できる装置）を備えた場

合の、手こぎ部の即時停止装置

○ 乗用型田植機（令和９年度から適用）

・作用部のインターロック機能

・歩行運転における自動速度けん制装置

○ 歩行型トラクター（令和９年度から適用）

・ハンドル回動時における自動速度けん制装置

○ スピードスプレヤー

・抜本的な安全構造に転換するための基準設定等に向けた

対策の骨子を確認（令和９～11年度の運用開始を目指す）

安全性検査制度の見直し

○ 新基準における対象機種・開始時期

・乗用型トラクター、歩行型トラクター、自脱型コンバイン、乗用型田

植機、乾燥機の５機種を対象とし、令和７年４月から開始。

○ 製品アセスメント

・年間出荷台数あたりの死亡事故発生率が高く、事故発生時の重症度も
高い水準にある農業機械を選定し、安全性検査基準の策定を目指し、令
和４・５年には農用運搬車を、令和６・７年には農用高所作業機につい
て取組実施。

・対象機種について、主な事故原因（「転落・転倒」「ひかれ」等）を

踏まえ、具体的な試験手法・評価手法の開発するため、製品アセスメン

トを実施。

（参考）農作業安全検討会における検討経過

関係法令をめぐる動き

○ 道路運送車両法令

・乗用型トラクターへのシートベルトの備え付け及び着用を義務化する

ことが有効であると考えられるため、今後、義務化に向けて、農水省か

らメーカー、団体、警察庁及び国土交通省に相談。

○ 労働安全衛生法令

・雇入れ時教育の省略規定が廃止され、令和６年４月１日から農業を含

む全業種で義務化。農林水産省で教育資材を作成し、令和５年度中に公

表。

・厚労省において、「農業機械の安全対策に関する検討会」が開催され、

法令における規制の必要性や具体的な安全対策について議論。
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（参考）安全な農業機械の普及に向けた購買行動への対応（補助事業等における要件化）

〇 第７回農作業安全検討会（令和５年３月）において、令和７年４月より運用開始となる安全性検査基準は、他産業
や海外の基準に照らして農業機械が具備すべき安全性能であることから、農林水産省においても、これを補助事業等
の要件とすることを検討。

〇 安全性検査対象機種（農用トラクター（乗用型・歩行型）、田植機、コンバイン（自脱型）、乾燥機（穀物用循環
型））について、令和７年４月以降に新たに発売された型式を補助事業等により導入する場合、安全性検査合格機か
ら選択することを要件とするよう、農林水産省事務次官通知として発出（令和６年９月）。

令和６年
４月

令和８年
４月

令和７年
４月

令和９年
４月

令和10年
４月

安全性検査合格要件のイメージ

令和６年
４月

令和８年
４月

令和７年
４月

令和９年
４月

令和10年
４月

令和７年３月以前に新たに発売された型式のトラクターを、
令和７年４月に補助事業で導入する場合
⇒安全性検査の合格機であることは求めない。

令和７年４月以降に新たに発売された型式のトラク
ターを、令和７年８月に補助事業で導入する場合
⇒安全性検査の合格機であることを要件とする。

国
内
製
造
の
農
機

国外において令和７年３月以前に新たに発売された型式のトラクターを、
令和７年４月に補助事業で導入する場合
⇒安全性検査の合格機であることは求めない。

国外において令和７年４月に新たに発売された型式のトラク
ターを、令和７年８月に補助事業で導入する場合
⇒安全性検査の合格機であることを要件とする。

国
外
製
造
の
農
機

：型式発売時期を指す

補助
導入

補助
導入

補助
導入

補助
導入
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